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第１章 総 説 

１ 中間評価の概要 

おきなわＩＣＴ総合戦略（以下「戦略」。）は、ＩＣＴ利活用等に関する目指すべき方向

を示す「ビジョン編」と、目指すべき方向の実現に向け、各部局で取り組んでいる施策や

今後取組の検討が必要と思われる施策を取りまとめた「プロジェクト編」の２部で構成さ

れています。 
ビジョン編については、計画期間の中間点である４年目を目途に、中間評価を実施し、

課題や施策の展開方向を整理することにより、必要に応じて戦略を見直すとともに、プロ

ジェクト編（後期）の策定に反映することを目的として実施するものです。 
中間評価では、プロジェクト編（前期：平成 26 年～29 年）に掲げる「主な取組」の達

成状況を評価・点検し、その結果を踏まえ、プロジェクト編に掲げるこれまでの施策展開

による前期の取り組み状況を確認することにより、後期計画期間に向けた施策の展開方向

を確認することとします。 
 

２ 中間評価（前期）の総括 

 
 
プロジェクト編（前期）に掲げる「主な取組」の達成状況は、84 事業中、「取組達成」が

9 事業、システムの「運用段階」が 28 事業、「順調」が 43 事業となっており、一部「遅れ」

となっている事業があるものの、各分野とも概ね順調に推進してきたといえます。 
県民生活分野においては、地域医療連携システムの構築や防災情報システムの整備、バ

スロケーションシステム、多言語公共交通体系検索システム及びＩＣ乗車券システム等を

構築し公共交通の利用環境が改善されています。 
産業分野においては、情報通信関連企業の立地数が着実に増加し、なかでも高付加価値

型の業種の立地が進んでいるほか、県内情報通信関連企業の高付加価値化が進んでいます。 
行政分野においては、社会保障・税番号制度推進のための番号利用業務システムの稼働、

情報セキュリティの強化、業務継続性の確保に取り組んできました。 

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

84 9 28 43 4

１ 県民生活分野 23 4 11 8 0

２ 産業分野 21 4 10 7 0

３ 行政分野 11 0 4 7 0

４ 情報通信分野 11 0 1 7 3

５ 人材育成分野 18 1 2 14 1

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。

「遅れ」・・・各種取組に遅れがあり、継続して取組を行っていくもの。

 中間評価（前期）総括表
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情報通信分野においては、防災通信の確保や平常時における行政情報伝達の効率化を図

るために必要な総合行政情報通信ネットワークの高度化を図ったほか、離島地区における

高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図るため、情報通信基盤の整備等に取り組んで

きました。 
人材育成分野については、教育用コンピュータの整備において、目標数値を達成したほ

か、高度情報通信産業人材育成により県内ＩＣＴエンジニアの知識・技術の高度化・強化

が図られました。 
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第２章 基本施策の推進による取り組み状況 

１ 前期の取組状況 

 

(1) 県民生活分野 

 

 

 「ＩＣＴによる豊かな県民生活の実現」に向けては、「健康で安全・安心な暮らしの実

現」、「環境に配慮し便利で快適な暮らしの実現」及び「ふれあいや交流を促進し活力あ

る地域を創造」の３つの基本施策を掲げ、諸施策に取り組んできました。 

「健康で安全、安心な暮らしの実現」に向けては、健康・長寿などを生かした県民の

幸福度が高まる社会を構築し、次世代に継承していくことが求められていることから、

保健医療・福祉サービス等の向上、防災体制の強化、サイバー犯罪に対する防犯等の

強化の観点から「ＩＣＴ活用地域医療連携システム構築事業」など８つの取組みを展開

してきました。 

保健医療・福祉サービスの向上の観点からは、特定健康診査結果や受診記録などを地

域医療機関間で共有し、効果的な保健指導や治療が可能となる体制を構築するとともに、

広域災害救急医療情報システムの導入や DMAT（災害派遣医療チーム）の養成等により、

災害時における迅速な救急医療活動を可能とする体制を構築しました。加えて、県内 8

カ所の周産期母子医療センターの空床情報をインターネットで閲覧できる環境を整備し、

一般産科と連携を図り、円滑な搬送を行う体制を構築するとともに、各地域における高

齢者等への支援・日常的な見守り等を行うために、必要な情報共有システム整備への支

援を行うことにより、地域の実情に応じた高齢者への適切な支援を行う環境を整備しま

した。 

また、防災体制の強化の観点からは、映像管理サブシステム等、河川やダムの情報基

盤の整備や土砂災害情報も含めた「沖縄県防災情報システム」の再構築を図り、サイバ

ー犯罪に対しては、スマートフォン等の解析機材の整備と併せてサイバー攻撃対策等に

必要な人材育成等を行うとともに、防犯講話の実施により県民のＩＣＴリテラシー向上

を推進しました。 

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

23 4 11 8 0

(1) 健康で安全、安心な暮らしの実現 8 0 7 1 0

(2) 環境に配慮し便利で快適な暮らしの実現 7 4 0 3 0

(3) ふれあいや交流を促進し、活力ある地域を創造 8 0 4 4 0

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。

「遅れ」・・・各種取組に遅れがあり、継続して取組を行っていくもの。

 【基本方向】

　ICTによる豊かな県民生活の実現



- 6 - 
 

「環境に配慮し便利で快適な暮らしの実現」に向けては、自然環境の保全、低炭素島

しょ社会の実現、交通インフラの利便性向上、離島等におけるＩＣＴ利活用促進の観点

から「環境影響評価支援システム推進事業」など７つの取組を展開してきました。 

自然環境の保全の観点からは、環境影響評価図書等の電子化を行い、保全対策の立案

が可能となる体制を構築し、低炭素島しょ社会の実現の観点からは、空調等設備や太陽

光・風力発電で得られた大規模な電力をＩＣＴにて制御する実証実験を行い、得られた

知見を用いて、実店舗や民間事業者等への技術支援を行うとともに、宮古島内のエネル

ギーの効率化を図るためのＩＴを活用した制御モデル案を創出しました。 

その他、行き先電光表示器等多言語対応機器やＩＣ乗車券システム等の導入、高度化

光ビーコンの整備等により、交通インフラの利便性の向上及び交通の円滑化を図るとと

もに、実証実験を通して高齢者等の見守り、学力向上支援等、離島におけるＩＣＴの利

活用を推進しました。 

「ふれあいや交流を促進し活力ある地域の創造」に向けては、イチャリバチョーデー、

ユイマールなど沖縄の心に根ざした相互扶助の精神の醸成が求められていることから、

沖縄の文化の源流を確認できる環境づくり、共助・共創型地域づくりの推進、平和の心

の発信と平和学習の推進、ワーク・ライフ・バランスの推進の観点から、「琉球王国外交

文書等の編集刊行及びデジタル化事業」など８つの取組みを展開してきました。 

   琉球王国の外交文書や琉球政府文書のデジタル化により琉球史の教育への利活用を促

進するとともに、各分野で活躍している女性に関する人材情報データベースを整備し、

女性の更なる社会参画の促進が可能となる環境を整備ました。 

加えて、沖縄戦の実相を継承し、平和を希求する心を育む観点から、沖縄戦体験者の

証言等のデジタル化や多言語化、沖縄戦で消失した近代沖縄史料のデジタル化等進めま

した。 

実施した２３事業の内、４つの事業が完了、１１事業においては、システム開発を終

え、当該システム等を活用して各施策を推進しているところであり、「琉球政府文書等の

記録保存措置事業」等８事業については、計画に沿って琉球政府文書のデジタル化等を

推進しているところです。 
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(2) 産業分野 

 

 

 

「ＩＣＴによる産業の活性化」に向けては、「情報通信関連産業や観光リゾート産業、

農林水産産業の振興」、「情報通信関連産業と他産業の連携による新たなサービス開発の

促進」、「中小企業等の競争力強化」、「ＩＣＴスキル向上による雇用機会の創出」、「知的・

産業クラスターの形成」及び「国際協力・貢献活動の」の８つの基本施策を掲げ、諸施

策に取り組んできました。 

「情報通信関連産業の振興」に向けては、東アジアの中心に位置し、豊富な若年労働

者を有するなど本県の特性を最大限に生かした情報通信関連産業の更なる発展を図るこ

とが求められていることから、国内外におけるプロモーションや企業訪問等によりＩＴ

産業の集積を促進するとともに、本県のニアショア拠点化に向けブリッジ人材の育成等

を行いました。 

また、モバイル機器等の検証基盤や重要生活機器等のセキュリティ検証基盤の構築、

国内外の民間企業等で構成される国際ＩＴ研究機関による研究開発基盤の拡張や研究開

発等への支援、国際会議等の開催を通した本県の知名度向上、また、県内ＩＴ産業の国

際競争力を高める長期的な戦略を推進するための「沖縄ＩＴイノベーション戦略センタ

ー」の設立に向けた取組を推進しました。 

   「観光リゾート産業の振興」に向けては、世界に誇れる“沖縄観光ブランド”の確立  

に向けて、スカイプ等を活用した多言語コンタクトセンターの運営や、海外の旅行エー

ジェントと県内事業者のマッチングを図る「沖縄観光ビジネスマッチングサイト」を制

作する等、外国人観光客の受入体制整備を図りました。 

 

 「農林水産業の振興」に向けては、持続的な成長発展に向けた取組が求められている

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

21 4 10 7 0

(1) 情報通信関連産業の振興 7 3 0 4 0

(2) 観光リゾート産業の振興 1 0 0 1 0

(3) 農林水産業の振興 8 0 8 0 0

(4)
情報通信関連産業と他産業の連携による新たなサービス開発の促
進 1 0 0 1 0

(5) 中小企業等の競争力強化 1 0 1 0 0

(6) ICTスキル向上による雇用機会の創出 1 1 0 0 0

(7) 知的・産業クラスターの形成 1 0 1 0 0

(8) 国際協力・貢献活動 1 0 0 1 0

 【基本方向】

　ICTによる産業の活性化

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。

「遅れ」・・・各種取組に遅れがあり、継続して取組を行っていくもの。

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。
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ことから、農地データバンクを活用した就農支援や、農業技術に関する調査研究成果等

の電子化による情報の共有化、アグー豚肉の生産流通履歴情報を提供するシステムや県

産木材に関する情報発信のためのコンテンツ制作、水産資源の管理・環境保全するため

の漁獲状況等に関する情報をとりまとめたシステムの構築等に取り組みました。 

 

  また、「情報通信関連産業と他産業の連携による新たなサービス開発の促進」につい

ては、各種課題解決に向けたソリューションの提供を促進することにより、本県産業の

継続的な育成・成長力強化を図る観点から、情報通信関連事業者との連携・協業による

他産業の高度化・効率化を促進するため、遠隔医療支援や公共施設管理等のアプリケー

ション開発への支援を行いました。 

 

「中小企業等の競争力強化」に向けては、沖縄の伝統工芸資源（素材や技法等）をデ

ータベース化し、高付加価値な工芸製品開発を目指す高度人材の育成を行い、「ＩＣＴス

キル向上による雇用機会の創出」の観点からは、子育て中の一人親世帯の求職者へのＩ

ＣＴスキル向上に向けた研修を実施しました。 

 

「知的・産業クラスターの形成」に向けては、様々な施策を通じて産官学が連携し、

そこから生み出される研究開発成果等を活用して新事業・新産業を創出することが求め

られていることから、基礎研究から応用研究への移行を支援するための、血液検査等の

医療データを蓄積・共有するシステムの構築への支援を行いました。 

 

「国際協力・貢献活動」に向けては、本県の地理的特性やこれまで培った経験等を生

かし、我が国及びアジア・太平洋地域における持続的発展に寄与することが求められて

いることから、情報通信関連分野においても、JICA 沖縄において途上国から招聘した研

修員に対するＩＴ分野等の研修を実施するなど国際協力機関等との連携による積極的な

情報提供、技術協力などの取組が推進されております。 

 

実施した２１事業の内、４つの事業が完了し、１０事業においては、システム開発を

終え、当該システム等を活用して農林水産振興や工芸振興等に係る各施策を推進してい

るところであり、残り７つの情報産業関連の県内技術者の高度化等に係る人材育成や企

業誘致等の取組等については、計画に沿って順調に事業を推進しているところです。 
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(3) 行政分野 

 

 

 

「ＩＣＴによる行政サービス向上と業務効率化」に向けては、「利便性の高い行政サー

-ビスの提供」、「情報システムの効率化・低コスト化」、「情報セキュリティの強化、業務

継続性の確保」、「ＩＣＴガバナンス体制の強化、人材育成」及び「教育行政や学校安全

対策におけるＩＣＴ利活用」の５つの基本施策を掲げ、諸施策に取り組んできました。 

 

「利便性の高い行政サービスの提供」に向けては、利用者に普及していているスマー

トデバイスやＳＮＳ等の活用、行政サービス提供機会の拡大が求められていることから、

行政手続のオンライン化や、地図情報のオープンデータ化等よる公共データの共有化

等の取組を推進しました。 

 

「情報システムの効率化・低コスト化」に向けては、システム導入等に係るコスト縮

減の観点から、県及び各市町村のインターネット環境機器の集約・監視を図るための「自

治体情報セキュリティクラウド」の構築や、教育・保育従事者の経験年数等の情報のデ

ータベース化等を行い、業務の効率化を図りました。 

 

「情報セキュリティの強化と業務継続性の確保」に向けては、サイバー空間における

様々な脅威への対応を強化する観点から、職員研修や監査等を計画的に実施し、情報セ

キュリティの強化に取り組みました。 

 

「ＩＣＴガバナンス体制の強化と人材育成」については、システムの全体最適化を図

る観点から、任期付きＩＴ専門職員を配置し、仮想化技術を活用したシステムの効率化

やセキュリティ強化等に取り組みました。 

 

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

11 0 4 7 0

(1) 利便性の高い行政サービスの提供 3 0 0 3 0

(2) 情報システムの効率化・低コスト化 3 0 1 2 0

(3) 情報セキュリティの強化、業務継続性の確保 1 0 0 1 0

(4) ICTガバナンス体制の強化、人材育成 1 0 1 0 0

(5) 教育行政や学校安全対策におけるICT利活用 3 0 2 1 0

 【基本方向】

　ICTによる行政サービスの向上と業務効率化

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。

「遅れ」・・・各種取組に遅れがあり、継続して取組を行っていくもの。
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「教育行政や学校安全対策」の観点については、ＩＣＴを活用した校務の効率化・高

度化を図るため、校務支援システムを導入するとともに、校務用パソコンの導入を推進

しました。 

 

実施した１１事業の内、４事業においては、システム開発を終え、当該システム等を

活用して業務の効率化等を図っているところであり、残り７つの事業については、電子

オンライン化やセキュリティ強化など計画に沿って、順調に事業を推進しているところ

です。 
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(4) 情報通信分野 

 

 

 

「ＩＣＴ利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備」に向けては、「沖縄総合行政情

報通信ネットワークの高度化」、「本島－離島間の中継伝送路整備」、「全島超高速ブロー

ドバンド環境の実現」、「公衆無線 LAN の整備」及び「情報通信関連ビジネス環境の整備」

の５つの基本政策を掲げ諸施策に取り組んできました。 

「沖縄総合行政情報通信ネットワークの高度化」に向けては、災害時における防災通

信の確保や行政情報伝送の効率化等を図るため、沖縄県本島周辺離島や先島、南北大東

島のネットワーク回線の大容量化のための有線・無線回線を整備し、また無線中継局や

市町村端末局の整備を行いました。 

「本島－離島間の中継伝送路整備」及び「全島超高速ブロードバンド環境の実現」に

向けては、本島離島間の海底光ケーブルの整備や超高速ブロードバンド環境の整備促進

に取り組み、離島等の情報格差の是正に取組みました。 

 「公衆無線 LAN の整備」に向けては、観光振興の観点から飲食店や宿泊施設等への

wifi 設置に対し助成を行うことともに、各市町村において、離島振興や観光振興、災害

時の対応の観点から、港や役場、小学校、観光地、避難所等に wifi 整備を行い住民や観

光客の利便性向上が図られました。 

 「情報関連ビジネス環境の整備」に向けては、情報通信インフラの拡大に向け、「クラ

ウドデータセンター基盤の構築」など７つの取組を展開してきました。 

本県の地理的特性を活用するためクラウドデータセンターを整備するとともに、クラ

ウドネットワークを活用したビジネスモデルを構築する民間企業に回線利用料やシステ

ム構築費等を支援し、クラウドネットワークの新たな利活用を促進しました。加えて、

企業の県内立地や雇用の拡大に資するため、情報通信関連企業に対して、沖縄－本土間

の情報通信費の一部支援や、企業誘致活動を展開することにより企業集積を図りました。 

 また、アジア－沖縄－首都圏間を直接接続する海底光ケーブルを敷設することにより、

国内外向け情報通信基盤の拡充を図りました。  

 実施した１１事業の内、１事業が完了し運用が開始され、「情報通信基盤の整備」等７

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

11 0 1 7 3

(1) 沖縄県総合行政情報通信ネットワークの高度化 1 0 1 0 0

(2) 本島－離島間の中継伝送路整備 1 0 0 1 0

(3) 全島超高速ブロードバンド環境の実現 1 0 0 1 0

(4) 公衆無線LANの整備 1 0 0 1 0

(5) 情報通信関連ビジネス環境の整備 7 0 0 4 3

 【基本方向】

　ICT利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。
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事業については、計画に沿って順調に事業を推進しているところです。また、３事業に

ついては計画に遅れがあるものの引き続き事業を推進していきます。 

 

 

(5) 人材育成分野 

 

 
 

「創造的 ICT 人材の育成」に向けては、「県民の ICT リテラシーの向上」、「学校教育に

おける ICT 利活用」、「社会教育における ICT 利活用」及び「産業振興や地域を支える人

材の育成」の４つの基本施策を掲げ、諸施策に取り組んできました。 

「県民の ICT リテラシーの向上」の向けては、サイバー犯罪に対して、スマートフォ

ン等の解析機材の整備と併せてサイバー攻撃対策時等に必要な人材教育等を行うととも

に、防犯講話の実施により県民のＩＣＴリテラシー向上を推進しました。 

「学校教育における ICT 利活用」に向けては、子どもたちが「生きる力」として必要

な情報を主体的に取捨選択し利活用する力を身につける必要があります。このため、学

校における情報通信環境の整備や教員のＩＣＴ活用指導力の更なる向上などの観点から

５つの取組みを展開してきました。 

学校における情報通信環境の整備の観点からは、学校において無線 LAN を整備し教育

用タブレット等の更新を行い、授業において児童生徒の情報活用能力向上が促進を図り

ました。また、教員のＩＣＴ活用指導力の更なる向上の観点からは、ＩＣＴ活用に関す

る研修、情報モラルに関する研修、また県立高校においては、ＩＣＴ関連の資格取得に

関する研修を行いました。 

「社会教育における ICT 利活用」に向けては、県民のライフステージに応じた学習機

会の提供・拡充のため、生涯学習情報の充実やいつでもどこでもだれでも同じ情報を享

受できる環境の構築の観点から、「生涯学習プログラムの充実」など４つの取組みを展開

してきました。 

生涯学習情報の充実の観点からは、ウェブサイト「沖縄県生涯学習情報プラザ」を通

して生涯学習情報を広く発信することで、県民の学習機会の拡充を図ることができまし

合計 取組達成 運用段階 順調 遅れ

18 1 2 14 1

(1) 県民のICTリテラシーの向上 1 0 0 1 0

(2) 学校教育におけるICTの利活用 5 0 0 5 0

(3) 社会教育分野におけるICTの利活用 4 0 2 2 0

(4) 産業振興や地域を支える人材の育成 8 1 0 6 1

 【基本方向】

　創造的ICT人材育成

「達成」・・・各種取組が実施され、平成29年度までに終了したもの。

「運用」・・・システム開発等が完了し、運用段階にあるもの。

「順調」・・・各種取組が計画にそって進められ、継続して取組を行っていくもの。

「遅れ」・・・各種取組に遅れがあり、継続して取組を行っていくもの。
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た。また、いつでもどこでもだれでも同じ情報を享受できる環境の構築の観点からは、

遠隔講義配信システムを構築し、講座のライブ配信やオンデマンド講座の配信により、

離島などの地理的要因や個々の経済的・時間的制約に左右されずに講座等を受講できる

環境を整備しました。 

「産業振興や地域を支える人材の育成」に向けては高度 IT 人材の育成、犯罪の多様

化・高度化に対応できる人材育成の観点から、「高度情報通信産業人材育成」や「警察基

盤整備事業」など８つの取組みを展開してきました。 

高度 IT 人材の育成の観点からは、高度 IT 技術者育成のための講座を実施するととも

に、デジタルコンテンツの人材育成を支援しました。加えて、小中学生向けのロボット

教室などのワークショップや広報イベントを開催し、将来の情報通信関連産業を担う人

材の育成を行うとともに、ＵＩターン向けセミナーを行うなど幅広い人材の確保に努め

ました。また、アジア IT 技術者や経営者を招へいし、県内 IT 関連企業の OJT 研修を行

うことにより、県内企業とアジア企業との人的ネットワークの構築を図りました。 

犯罪の多様化・高度化に対応できる人材育成の観点からは、サイバー犯罪対策課等を

設置し、サイバー犯罪に精通した人材の育成を図りました。 

実施した１８事業の内、２事業がシステム開発を終え、当該システム等を活用し各施

策を推進しているところであり、「ＩＣＴ活用環境整備」等１４事業については、計画に

沿って順調に事業を推進しているところです。また、１事業については計画に遅れがあ

るものの引き続き事業を推進していきます。 

 
 

２ 後期に向けての取組 
プロジェクト編（前期）に掲げた 84 の取組のうち、37 事業が事業終了又はシステム

開発を終え、当該システムを活用した運用段階に入っており、その他事業については一

部、施設整備等事業に遅れが生じているものの、計画に沿って順調に事業が進められて

います。 

「順調」及び「遅れ」と評価された取組については、「沖縄 21世紀ビジョン基本計画」

の実現に向けて、引き続き継続して取組を推進していくことが重要であり、効果的な推

進を図る観点から、進捗管理も併せて行っていく必要があります。 

なお、システム開発を終え運用段階となっている取組については、当該システムを活

用して個別計画等に基づき進捗管理等が行われていることから、必要に応じて取組の推

進状況等を確認していくこととします。 
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第３章 後期計画期間に向けた施策展開 

１ 基本的考え方 

ＩＣＴは、県民生活、産業振興、行政などあらゆる分野において、様々な社会的課題を

解決する有効なツールとなり得るものであり、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」に示す目

指すべき将来像の実現に向けた基本施策を、ＩＣＴの利活用により加速、進化させること

が重要です。このためビジョン編では、「県民生活」、「産業」、「行政」の各分野と、これら

３つの分野の下支えとなる「情報通信基盤」及び「人材育成」を加えた５つの分野及び 25
項目の基本施策を掲げ、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の実現に向け、取組を推進して

きました。 
これらＩＣＴを活用した取組を推進した結果、約４割の事業が完了又はシステム開発を

終え、当該システム等を活用した運用段階に入っております。また、その他事業について

は、一部、施設整備等事業に遅れが生じているものがあるものの、計画に沿って順調に事

業を推進しているところです。 
「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」の実現に向けては、ビジョン編で示した取組を着実に

実施することが重要であり、後期計画期間においても、継続中の事業について引き続き取

組を推進するとともに、前期プロジェクト期間中において、ＩＣＴ技術の進展や国の動き

等により更なる強化が求められる取組については、継続事業と併せて推進していくことと

します。 
 

２ 更なる強化が求められる施策の展開方向 

これまでの取組に加え、更なる強化が求められる以下の取組等については、継続事業と

併せて、個別具体的な施策を展開していきます。 
 

(1) 沖縄ＩＴイノベーション戦略センターを司令塔とした産業全体の生産性と国際競争

力の向上 
県内情報通信関連産業の振興にあたっては、海外展開や更なる高度化・多様化に向け

た取組が重要であり、さらに、情報通信技術が他産業の効率化・高度化に寄与するため

には、県内の情報通信関連産業が観光・医療・教育・農商工等の他産業との連携を強化

し、クラウドコンピューティング、IoT、ビッグデータ・オープンデータ等の技術を利活

用した新たなサービスの創出を促進する必要があります。 

このため、平成 30年 5月 1日に、沖縄経済の振興に向けた中長期的な成長戦略を提言

し実行する産業支援機関として、「一般財団法人沖縄ＩＴイノベーション戦略センター

（以下「ISCO」という。）」を設立しました。今後は ISCO の事業活動を通じた成長戦略の

実行により、沖縄におけるイノベーションの拠点として県内産業界の課題解決と新たな

価値創造の実現を目指します。 
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(2) 官民データ活用の促進 
国においては、インターネットを通じて流通する多様かつ大量のデータを活用する

ことにより、急速な少子高齢化の進展への対応等の我が国が直面する課題解決に資す

ることを目的に、平成 27 年 12 月に「官民データ活用推進基本法」（以下、「基本法」

という。）を公布・施行しました。 
基本法では、国と各地方公共団体等との間の施策について、一定の整合性を確保す

る観点から、「都道府県官民データ活用推進計画」の策定が位置づけられており、同

計画は、「手続きにおける情報通信の技術の利用等に係る取組」、「官民データの容易

な利用等に係る取組」、「個人番号カードの普及及び活用に係る取組」、「利用の機会等

の格差の是正に係る取組」、「情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係

る取組」を通じて、官民データの利用環境の整備促進を図り、事務負担の軽減、地域

課題の解決、住民及び事業者の利便性向上等に寄与することを目的とされています。 
本県においては、これら５つの取組は、「おきなわＩＣＴ総合戦略」（平成２７年策

定）に既に盛り込まれ、平成２６年度より取組を推進してきたところですが、後期計

画においては、基本法の趣旨を踏まえ、これら取組の更なる強化を図ります。 
 

① 手続きにおける情報通信の技術の利用等に係る取組 
「手続きにおける情報通信の技術の利用等に係る取組」については、行政サービスの

高度化を図るため、一般住民等を対象に行政手続のオンライン化に取り組んだ結果、

電子申請利用件数（県民向け）は、平成 29 年度で 22,543 件となり、平成 26 年度の

15,382 件から順調に取組が実施されています。 
後期計画においては、更なる利用拡大に向け、庁内の手続の棚卸しを行い、環境整

備が整ったものから順次、オンライン化を図ります。 
 

② 官民データの容易な利用等に係る取組 
「官民データの容易な利用等に係る取組」については、「沖縄オープンデータカタロ

グ（試行版）」として、平成 29 年度までに 61 の統計データ等を公開し、取組を実施

してきました。 
後期計画においては、オープンデータの更なる拡大に向け、本県においてＨＰ等で

公開しているデータについては、個人情報など公衆の保護に支障があるもの等を除き、

オープンデータ化を図ります。 
 

③ 個人番号カードの普及及び活用に係る取組 
「個人番号カードの普及及び活用に係る取組」については、平成 29 年 11 月より、異
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なる行政機関間で、マイナンバーを活用して特定個人情報を照会・確認する「情報連

携」が本格運用され、本県においても、一部の事務において他機関間及び庁内間での

情報連携が行われております。 
また、国においては、住民サービスの向上等を図る観点から、マイキープラットフ

ォーム等、マイナンバーカードの様々な利活用に向けた方策について取り組まれてい

ます。 
後期計画においては、引き続き、情報連携拡充等マイナンバー制度の円滑な運用及

びセキュリティ確保に取り組むとともに、マイナンバーカードの利活用については、

国の取組や先進事例等を市町村と情報共有を図り、活用分野の検討等、取組を推進し

ます。 
 
④ 利用の機会等の格差の是正に係る取組 

「利用の機会等の格差の是正に係る取組」については、離島地区と都市部との情報格

差是正や高度な情報通信技術の利活用環境の形成を図るため、沖縄本島と各離島を結

ぶ海底光ケーブルの整備に取り組んだ結果、超高速ブローバンド基盤整備率は、平成

29 年で 97.2%となっており順調に取組が実施されています。 
後期計画においては、整備率の更なる向上に向け、北大東島への新たな海底光ケー

ブル敷設に向けて取組を推進するとともに、その他地域については、各地域の特性に

応じた情報通信のあり方について検討を行い、安定的な通信の確保を図っていきます。 
 

⑤ 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組 
「情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組」については、大型

システムである税務システムや文書管理システムについて仮想化技術を導入し物理

サーバーを削減するなど、1 億 559 万円の費用削減効果がありました。 
後期計画においても、引き続き取組を加速させるため、技術の進展等も踏まえつつ、

全体最適化の視点から、クラウド化等を含めた情報システムの適切な調達と管理運営

を推進します 
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資料編 

  

中間評価総括票 

 

 
 



１　県民生活分野　ＩＣＴによる豊かな県民生活の実現

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

1
ＩＴ活用地域医
療連携システム
構築事業

圏域の中核病院である
県立病院に電子カルテ
システムを整備し、県
医師会が構築する地域
連携クリティカルパス
（おきなわ津梁ネット
ワーク）により地域の
医療連携体制を構築す
る。

特定健康診査の結果を
基本情報に、各医療機
関における検査結果や
地域医療連携パス情
報、医療機関や各医療
保険者が行う特定保健
指導情報等を集積及び
共有し、県民への適切
な保健指導や医療勧
奨、治療等を行う。

1-(1)-①

既存ネットワークシステムの機能拡
充や県民への普及啓発等の取組みを
支援することにより、地域連携クリ
ティカルパス導入圏域数及び登録患
者数が増加、患者本人の状態（特定
健康診査の結果や受診記録など）を
地域の医療機関の間での共有が図ら
れ、効果的な保健指導や治療ができ
る体制の構築が進んだ。

運用段階
保健医療
部

医療政策
課

2
災害時の救急医
療体制の充実

災害時に迅速な救急医
療活動の展開を図るた
め、ＤＭＡＴ（災害派
遣医療チーム）の養
成、広域災害救急医療
情報システムの導入・
運用を行う。

広域災害救急医療情報
システムの導入

1-(1)-②

広域災害救急医療情報システムの導
入及びＤＭＡＴ（災害派遣医療チー
ム）の養成を行うことにより、災害
時における医療提供体制の充実・高
度化を図った。

運用段階
保健医療
部

医療政策
課

3
周産期保健医療
体制整備事業

全ての妊産婦に安全、
安心な妊娠・出産がで
きる環境と、新生児の
健やかな発育発達を支
える環境を整えるた
め、周産期保健医療体
制の整備を図るととも
に、本県の実情に即し
た総合的な周産期保健
医療の確保、向上に資
する関係者研修会を行
う。

周産期母子医療セン
ターの空床情報をイン
ターネットで管理

1-(1)-③

　県内8箇所の周産期母子医療セン
ターにおける空床情報をインター
ネットで常時閲覧できる環境を確保
したことで、周産期母子医療セン
ター相互の連携や円滑な搬送が可能
のとなった。今後も安定的な管理運
営（稼働）を行い、搬送の円滑化や
迅速化につなげる。

運用段階
保健医療
部

地域保健
課

4
地域支え合い体
制づくり推進事
業

ひとり暮らし高齢者や
高齢者だけの世帯が増
加傾向にある中、その
安否確認や日常生活支
援については、市町村
などの行政サービスだ
けでなく、地域住民に
よる取組みが重要であ
る。当該事業を通じ
て、地域における高齢
者等への支援や日常的
な見守り・支え合う体
制づくり、地域ネット
ワーク作り等を促進す
る。

情報共有のためのネッ
トワークやシステムの
整備等

1-(1)-④

地域における高齢者等への支援や日
常的な見守り・支え合う体制づく
り、地域ネットワークづくり等の観
点から、先進的・パイロット的な情
報共有システムの整備の支援を行っ
たことにより、実情に即した事業支
援を展開することができた。

運用段階
子ども生
活福祉部

高齢者福
祉介護課

5
治水対策（情報
提供等）

治水対策については、
ダム情報基盤、河川情
報基盤の整備により、
洪水時の避難活動の迅
速化や被害軽減を図り
ます。

ダム情報基盤の整備、
河川情報基盤の更新

1-(1)-⑤

基幹システム及び映像管理サブシス
テムを構築し、一般向けの運用を開
始した。また、ダムの管理用制御処
理設備の更新を行ったことで、貯水
位や放流等の観測情報を一般住民へ
提供することができ、避難判断の迅
速化が図られた。

運用段階
土木建築
部

河川課

6
土砂災害警戒避
難体制支援事業

土砂災害から県民の生
命を守るため、市町村
の行う防災訓練を支援
し、土砂災害に対する
警戒避難体制の整備を
促進する。

即報システムの強化 1-(1)-⑥

本取組で整備した「土砂災害情報シ
ステム」については、既存の「防災
情報システム」へ統合を図り、市町
村が行う土砂災害に係る防災訓練を
支援することにより、警戒避難体制
の構築を図った。

運用段階
土木建築
部

海岸防災
課

（1）健康で安全・安心なくらしの実現

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

18



7
沖縄県防災情報
システム機能強
化事業

県・市町村・消防本部
間で各種の気象観測情
報や被害情報を伝達・
共有するシステムとし
て平成１６年度より運
用を開始して以来、災
害時の初動体制確立に
大きな役割を果たして
きた「沖縄県防災情報
システム」において、
東日本大震災の教訓を
踏まえた機能強化のた
めの再構築を実施す
る。

防災情報システムの強
化

1-(1)-⑦

システムの強靱化、汎用性の向上
等、既存の「防災情報システム」の
再構築及び広報の充実を図ることに
より、災害に関する情報共有及び伝
達の効率化が図られた。

運用段階 知事公室
防災危機
管理課

8
サイバーセキュ
リテｲ対策事業

　サイバー犯罪及びサ
イバー攻撃を抑止する
ため、サイバー犯罪の
事件検挙の推進、サイ
バー空間に氾濫する違
法・有害情報の排除、
インターネット利用者
のマナー・モラルの向
上と危険性を認識させ
る広報啓発活動、サイ
バー犯罪捜査のための
資機材の整備、サイ
バー犯罪・サイバー攻
撃対策に必要な人材の
育成に取り組む。

　スマートフォンやパ
ソコンの解析を迅速に
行うための解析用資機
材やソフトウェアを整
備
　県民のICTリテラシー
向上を推進するため、
県警察ホームページや
電子メールによる情報
発信、防犯講話等を実
施

1-(1)-⑧

　解析用資機材やソフトウェア等の整
備、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策等
に必要な人材育成等を行った。
　これらの取組により、平成29年はサイ
バー犯罪の検挙件数が過去最多となり、
平成29年中、サイバーテロの発生は確
認されていない。
　また、サイバー犯罪にかかる防犯講話
やインフラ事業者に対する指導等を実施
することにより、県民のICTリテラシー向
上を推進した。

順調 警察本部

生活安全
部サイ
バー犯罪
対策課、
警備部警
備第一課
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１　県民生活分野　ＩＣＴによる豊かな県民生活の実現

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

9
環境影響評価支
援システム推進
事業

県内で環境影響評価手
続を経た大規模な事業
において実施された、
貴重種の移植等の環境
保全措置の事例を取り
まとめ、その効果の分
析・検証を実施し、本
県の環境特性について
の知見を集積する。ま
た、当該事業の結果及
び得られた知見を適切
に公開し、環境影響評
価手続の質的向上を図
る。

環境影響評価支援情報
の発信

1-(2)-①

環境影響評価支援システムを整備
し、これまでに実施された環境影響
評価図書等（許諾が得られたものの
み）の電子化を行い、公開した。こ
れにより、地域の環境状況及び貴重
種等の保全策等の知見を誰でも利用
できるようになり、更なる環境保全
対策の立案が可能になる体制を構築
した。

取組達成 環境部
環境政策

課

10

空調等のIT制御
による省エネ削
減効果の実証
（スマートエネ
ルギーアイラン
ド基盤構築事
業）(事業終了）

通信機能を有した省エ
ネデマンド制御システ
ムを県内で開発し、実
際の店舗に同システム
を設置し、設置店舗に
おいて効率的な電力消
費となるようシステム
の開発と実証を実施す
る。

既存店舗における空調
や冷凍・冷蔵庫及び照
明設備のIT制御による
省エネと本店による中
央監視及び遠隔操作の
実証

1-(2)-②

通信機能を有した省エネデマンド制
御システムを開発し、実証実験を行
うことで得られた、省エネに効果的
な負荷や制御手法に関する知見を基
に、実証店舗へ省エネモデルの提言
を行った。

取組達成
商工労働

部
産業政策

課

11

太陽光・風力発
電大量導入によ
る系統安定化対
策等実証事業
（スマートエネ
ルギーアイラン
ド基盤構築事
業）（事業終了）

電力の供給側における
再生可能エネルギーの
大量導入を図るため、
大規模な再生可能エネ
ルギーを系統に連系し
た場合における安定化
技術を確立する。

大規模な太陽光や風力
発電設備で発電された
不安定な電力をICTで制
御したときの電力系統
への影響を把握するた
めの実証

1-(2)-③

名護市に設置した1,000kWの太陽光発
電設備及び、大宜味村に設置した
2,000kW×2基の風力発電設備にて、
発電状況及び系統の安定化対策に関
する実証研究を行った。
本実証により、系統安定化に向けて
の最適な出力制御及び蓄電池制御の
知見が得られ、民間事業者の系統連
系の際に技術的な面で活用されてい
る。

取組達成
商工労働

部
産業政策

課

12

宮古島市スマー
トコミュニ
ティー実証事業
（スマートエネ
ルギーアイラン
ド基盤構築事
業）

宮古島においてＩＴ技
術を駆使し、島内の電
力供給を最適化するた
めのシステムを構築
し、実証を行う。

宮古島において、再生
可能エネルギーを無駄
なく最大限効率良く利
用するため、エネル
ギーマネジメントシス
テムの実証

1-(2)-④

これまでの実証で得られたEMS技術や
知見から、農業用ポンプや電気式給
湯器等を遠隔制御し、宮古島内のエ
ネルギーを効率的に利用するための
制御モデル案を創出した。
今後は、検討したモデル案を宮古島
内にて実運用実証し、最適モデルの
構築及び他島への横展開を目指して
いく。

順調
商工労働

部
産業政策

課

13
公共交通利用環
境改善事業

　県民や観光客の移動
利便性の向上、高齢者
や障がい者などのいわ
ゆる交通弱者の移動の
確保、中南部都市圏の
交通渋滞緩和、低炭素
社会の実現を図ること
を目的に、公共交通の
利用者を増大させるた
めの利用環境の改善を
図る。

バスロケーションシス
テム、多言語公共交通
検索システム、IC乗車
券システムの構築

1-(2)-⑤

多言語対応機器（バス停標識、行先電光
表示器、車内案内表示器）等の導入や、
IC乗車券システムの拡張利用検討に取
り組むことにより、県民や観光客の移動
利便性の向上が図られた。

順調 企画部
交通政策

課

（2）環境に配慮し便利で快適な暮らしの実現

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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14
交通安全施設等
整備事業

　道路における交通の
安全と円滑を確保する
ため、交通信号機の新
設・改良・更新、交通
管制システムの充実・
高度化、管制エリアの
拡大及び信号機の集中
制御化、高度道路交通
システム（ＩＴＳ）の
整備に取組、交通安全
環境の整備を推進す
る。

　交通管制システムの
高度化の一環として、
H26年度から高度化光
ビーコンへの整備を推
進していく。

1-(2)-⑥
高度化光ビーコンを６６基整備し、
交通の円滑化を図った。

順調 警察本部
交通部交
通規制課

15
離島ＩＣＴ実
証・促進事業

　離島地域でのＩＣＴ
の利活用促進を図るた
め、実証事業（医療・
福祉分野（７町村）、
教育分野（５町村））
を実施する。
　また、ＩＣＴ利活用
促進による離島振興施
策に対する離島ＩＣＴ
利活用促進検討委員会
からの意見聴取や、離
島地域におけるＩＣＴ
の利活用促進を図るた
めのシンポジウムを石
垣島及び宮古島で開催
する。

離島地域で各分野にお
けるICTの利活用促進を
図るための利活用調査
を実施し、実証実験
（医療・福祉・教育分
野）を行う。また、調
査及び実証実験の結果
や検討委員会の提言等
を踏まえ、離島地域に
おけるICTの利活用促進
を図るためのシンポジ
ウムを開催する。

1-(2)-⑦

離島におけるICT利活用の実証事業と
して「高齢者等見守り・健康管理実
証事業（医療・福祉）」及び「離島
学力向上支援実証事業（教育）」の
２分野にいて実証事業を実施し、一
定の成果が得られたことから、町村
事業へ移行した。

取組達成 企画部
地域・離

島課

21



１　県民生活分野　ＩＣＴによる豊かな県民生活の実現

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

16

琉球王国外交文
書等の編集刊行
及びデジタル化
事業

沖縄独自の歴史文化の
原点につながる琉球王
国の外交文書「歴代宝
案」及び交流史等に関
する資料を早期に編
集・刊行するととも
に、収集資料および
「歴代宝案」等の保存
と活用のためデジタル
化に取り組む。

琉球王国外交文書等の
デジタル化

1-(3)-①

琉球史の教育への利活用及び研究の
進展を図るため、琉球王国の外交文
書「歴代宝案」や交流史などに関す
る資料の保存活用を図るため、デジ
タル化・テキスト化の整備を推進し
た。

運用段階 教育庁 文化財課

17
琉球政府文書等
の記録保存措置
事業

琉球政府文書デジタ
ル・アーカイブズ推進
事業
・資料のデジタル化
・資料の修復保存措置

琉球政府文書等のデジ
タル化

1-(3)-②

デジタル化した文書について、書誌
情報の登録及び個人情報等保護措置
を行い、インターネットに公開した
ことで、より多くの県民が利用・理
解しやすい環境の整備に繋がった。
また、インターネット公開システム
改修に伴う検索性の向上及び資料解
説の充実により、琉球政府文書の周
知及び遠隔地からの歴史資料の活用
拡大に繋がった。
引き続き、離島住民を含む多くの県
民の琉球政府文書の利用を図るた
め、本取組を継続する必要がある。

順調 総務部
総務私学

課

18
社会全体におけ
る男女共同参画
の実現

県や市町村の審議会
等、政策・決定方針の
場へ女性の参画を促進
することを目的とし、
県内外の各分野で活躍
している女性に関する
情報を収集・登録・公
開する。
男女共同参画社会への
意識啓発を広く県民に
行う。

人材情報データベース
の整備

1-(3)-③

各分野で活躍している女性に関する
人材情報データベースを整備し、公
開するとともに、第４次沖縄県男女
共同参画計画について、広く県民に
広報啓発を行うことにより、女性の
更なる社会参画の促進を図った。

運用段階
子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

19 村づくり交付金

持続的な農業の展開と
ともに個性的で魅力あ
る村づくりを推進する
ため、本事業を実施し
ている市町村に対して
補助金を交付し、農村
の活性化に寄与する。

情報基盤施設の整備
南城市では｢南城市防災
システム｣を構築して災
害に関する情報を住民
に提供しているところ
である。

1-(3)-④

南城市における防災システム構築事
業に対して支援を行った。
当該事業は、平成30年度内完了の予
定。

順調
農林水産

部
農地農村
整備課

20
平和学習デジタ
ルコンテンツ整
備事業

戦争経験のない世代に
対して、沖縄戦の歴史
的教訓の情報を発信す
るため、これまで収集
した沖縄戦体験者の証
言等をデジタルコンテ
ンツとして整備し、イ
ンターネットや、携帯
端末（スマートフォン
等）で公開する。

沖縄県平和祈念資料館
と沖縄県公文書館が所
蔵する資料をデジタル
化し、「沖縄平和学習
アーカイブ」としてイ
ンターネットを通して
発信。

1-(3)-⑤

沖縄戦体験者の証言等を沖縄平和学習
アーカイブサイトにより、インターネットを
通して発信し、これにより、沖縄戦の悲惨
な体験を次世代に継承し、平和学習の促
進を図ることができた。

運用段階
子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

21
「戦世の記憶」
平和発信強化事
業

沖縄戦の記憶を次世代
に継承するため、ま
た、平和を希求する
「沖縄のこころ」を国
内外に強く発信するた
め、新たに３0名の戦争
体験者の証言映像を収
録して多言語化すると
ともに、平和祈念資料
館所蔵の沖縄戦証言ビ
デオや沖縄戦フィルム
などのデジタル化・Ｄ
ＶＤ化を行って、イン
ターネットでの発信や
貸出を行う。

戦争体験者の証言映像
を収録して多言語化す
るとともに平和祈念資
料館が所蔵する資料を
デジタル化して、ネッ
ト発信や貸出を行う。

1-(3)-⑥

戦争体験証言映像の収録・多言語
化・吹き替え（合計70名分）を行う
とともに、沖縄戦関連のビデオ（430
本）・フィルム（266本）・資料
（500簿冊）のデジタル化を行った。

順調
子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

H26～H29の総括

（3）ふれあいや交流を促進活力ある地域を創造

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO
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22 沖縄戦継承事業

 終戦から７０年近くが
経過し、沖縄戦の記憶
が薄れている状況にお
いて、沖縄戦の実相を
継承し、平和を希求す
る心を育むことに寄与
するため、学徒隊の状
況や証言をスマート
フォンやタブレットで
視聴できるよう取り組
む。

 蓄積されている証言記
録等を活用し、壕やガ
マなどの戦跡におい
て、スマートフォンや
タブレット端末を通じ
学徒隊の状況や証言を
閲覧できるようにす
る。

1-(3)-⑦

構築した「学徒隊の証言記録等コン
テンツ」をインターネット
（YouTube）により公開するととも
に、関係機関（県外小高等）にリー
フレットを配布するなどして、より
多くの方に閲覧してもらえるよう周
知を図った。これにより、沖縄戦の
実相を継承し、平和を希求する心を
育むことに寄与した。

運用段階
子ども生
活福祉部

平和援
護・男女
参画課

23
近代沖縄史料デ
ジタル化事業

沖縄戦で焼失した近代
沖縄史料の収集・保
存・活用を図るため、
新聞資料を中心にデジ
タル化及びインター
ネット公開を行う。

近代沖縄史料をデジタ
ル化し、インターネッ
ト公開することによ
り、史料の保存及び活
用に資する。

1-(3)-⑧
平成33年度のインターネット公開に
向け、沖縄戦で焼失した近代沖縄史
料のデジタル化を進めている。

順調 教育庁 文化財課

23



２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

24
ITアイランド推
進事業

誘致担当職員による国
内外の企業訪問や県内
IT業界の情報収集を行
うとともに、企業誘致
説明会、県外イベント
への出展、県内企業の
活性化のためのフォー
ラム等を行う。

情報通信関連企業誘
致、県内情報通信関連
企業活性化活動

2-(1)-①

　情報通信関連企業の誘致に係る情
報収集や情報提供、国内外における
プロモーション（企業誘致セミ
ナー）を行うとともに、セミナー等
において入手した企業情報等をもと
に企業訪問や資料発送を行い、県内
ＩＴ産業の集積促進や活性化に取組
んだ。
　今後は、さらなる企業集積及び産
業活性化に向け、平成30年度に設立
された「沖縄ＩＴイノベーション戦
略センター」とも連携しながら、セ
ンターが行う国内外ビジネス交流拠
点形成や人材育成などの取組を活用
し、より効果的なプロモーションを
実施する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

25

沖縄ニアショア
拠点化の促進
（アジア連携開
発拠点の形成）

県内情報通信関連企業
のアジア向けビジネス
の展開や、アジアIT企
業との連携・協業によ
る国内外向けビジネス
の創出など、沖縄とア
ジアの双方向ビジネス
の展開を促進するた
め、県内企業の協業機
会の拡大や、技術・ノ
ウハウ蓄積とともに、
ブリッジ人材の確保・
育成に取り組むこと
で、本県のニアショア
（国内オフショア開
発）拠点化を図る。

ニアショア拠点化 2-(1)-②

　二アショア拠点形成に向け必要と
するビジネス環境の整備について検
討した。平成28年度からは、ブリッ
ジ人材の育成のため、県内企業ＩＴ
技術者や経営者等の海外派遣、アジ
アＩＴ人材の招へい事業を実施し
た。
　引き続き、これまでの事業実施で
得たノウハウや県内ＩＴ関連企業の
ニーズを踏まえながら、県内ＩＴ関
連企業とアジア企業の人的ネット
ワークの構築や、連携・協業による
ビジネス展開を支援する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

26

モバイル機器等
検証拠点形成促
進事業（事業終
了）

県内情報産業の技術蓄
積と高度化を図るた
め、スマートフォン用
OS「アンドロイド」等
に関する検証・認証シ
ステムの構築等に対し
て支援する。
沖縄IT津梁パーク内
に、情報通信機器（モ
バイル機器）の検証・
認証業務を行う企業が
入居できるインキュ
ベート施設を整備し、
関連企業やビジネスの
集積を促進する。

モバイル機器等検証拠
点化に向けた支援

2-(1)-③

　平成26年度はアンドロイド機器等
の検証方法の策定、国際標準化に向
けた活動等を支援した。平成27年度
からは生活機器セキュリティ基盤形
成促進事業を展開し、セキュリティ
における検証手法の開発について、
車載器等４分野のセキュリティガイ
ドラインを策定・公表した。
　今後は、国のＩｏＴセキュリティ
認証制度の検討状況を注視しなが
ら、ＩｏＴセキュリティ検証人材の
育成・確保の取組を検討する。ま
た、補助事業者と連携し、本県の検
証環境等の認知度向上に努める。

取組達成
商工労働

部
情報産業
振興課

27
クラウド拠点形
成等促進事業（事
業終了）

沖縄情報通信センター
に実装する共通基盤シ
ステムの開発を支援す
るとともに、新たなク
ラウドサービスの創出
やリスク分散の本県拠
点化に向け、これら高
付加価値型サービス等
の開発を提案公募しモ
デル事業として支援す
る。

クラウド共通基盤シス
テム構築等への支援

2-(1)-④

　平成26年度はクラウド共通基盤シ
ステム構築を支援するとともに、新
たなクラウドサービス創出事業に支
援した。平成27年度からは、他産業
連携型の新たなビジネスモデルの構
築支援を展開するため他産業連携ク
ラウド促進事業を実施し、平成28年
度からは沖縄アジアＩＴビジネス創
出促進事業によるアジア展開に向け
た開発等への支援も実施した。
　今後は、他産業のニーズを踏まえ
たビジネスモデルの検討・開発や、
その機能、効果等の検証を行うため
のテストベッド環境下での実証活動
等、他産業と連携したビジネスモデ
ルのプラッシュアップを図る活動を
支援する取組を実施する。

取組達成
商工労働

部
情報産業
振興課

（1）情報通信関連産業の振興

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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28
国際IT研究拠点
形成促進

国内外の企業・ビジネ
ス・人材が活発に交
流・集積する拠点の形
成や県内企業・人材の
高度化を図るため、次
世代型ネットワークと
クラウド技術を融合す
る最先端国際研究開発
機関の県内設置と研究
開発等活動への支援を
行う。

IT研究拠点の形成等に
向けた研究活動への支
援等

2-(1)-⑤

　国内外の民間企業等で構成される
国際ＩＴ研究機関による研究開発基
盤（テストベッド）の拡張や、次世
代ネットワークとクラウド技術の融
合に関する研究開発等について支援
した。また、海外での成果発表会、
国際会議の開催や技術者育成セミ
ナー等の支援を通し、本県の国際的
な知名度向上を図った。
　今後は、国内外企業や人材育成機
関等に当該研究成果をＰＲし、当該
研究機関への参画を促す。また、当
該研究機関が実施する国際会議等に
ついて、海外事務所等を活用しなが
ら周知を行い、国内外の企業・技術
者と県内企業・技術者との交流を支
援する。この他、県内技術者の高度
化を図るため、技術者育成支援プロ
グラムに支援する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

29
生活機器セキュ
リティ基盤形成
促進事業

生活機器のセキュリ
ティ対策技術の研究開
発、セキュリティ検証
に関する検証手法・検
証ツールの開発に対し
て支援を行うことで、
産業の集積を図る。

重要生活機器のセキュ
リティ対策技術に関す
る研究開発、セキュリ
ティ検証に関する検証
手法・検証ツールの開
発に対する支援

2-(1)-⑥

　平成26年度はアンドロイド機器等
の検証方法の策定、国際標準化に向
けた活動等を支援した。平成27年度
からは生活機器セキュリティ基盤形
成促進事業を展開し、セキュリティ
における検証手法の開発について、
車載器等４分野のセキュリティガイ
ドラインを策定・公表した。
　今後は、国のＩｏＴセキュリティ
認証制度の検討状況を注視しなが
ら、ＩｏＴセキュリティ検証人材の
育成・確保の取組を検討する。ま
た、補助事業者と連携し、本県の検
証環境等の認知度向上に努める。

取組達成
商工労働

部
情報産業
振興課

30

官民一体となっ
た沖縄IT産業戦
略センター(仮
称)の設立

県内IT産業の国際競争
力を高める長期的な戦
略を推進する官民一体
となった「沖縄ＩＴ産
業戦略センター（仮
称）」を設立するた
め、それに必要な組織
体制、機能等の検討を
行い、ＩＴ戦略セン
ター準備室で設立に向
けた取組を進める。

官民一体となった「沖
縄IT産業戦略センター
（仮称）」の設立に向
けた調査・検討

2-(1)-⑦

　平成30年度の設立に向けて、機能や組
織体制を具体化し、経営戦略や事業計
画の素案を作成した。名称は「沖縄ＩＴイノ
ベーション戦略センター」とし、一般財団
法人として設立することが決定され、行
政機関や民間事業者、関係団体等に対
して周知を図るとともに、各取組への参
画や資金拠点等の依頼をし、一定の合
意を得た。
　平成30年7月の事業開始にあたり、庁
内の関係部署に周知し、当該センターを
活用した産業連携の推進や各産業にお
けるＩＴ利活用促進に向けた取組への協
力を求めていく。また、国内外における先
端的な情報技術やビジネストレンド、各
産業におけるＩＴ利活用事例等に関する
情報を収集するとともに、センター設立Ｐ
Ｒイベントの開催や国内外に向けた情報
発信を行う等、センター設立の効果を高
めるための調査やプロモーション等を実
施する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

25



２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

31
外国人観光客受
入体制強化事業

　急速に増加する外国
人観光客の受入体制を
ＩＣＴを活用すること
により効果的かつ効率
的に整備し、沖縄県が
目指す「世界水準の観
光リゾート地」の実現
につなげる。

スカイプ等を活用した
多言語コンタクトセン
ターの運営、マッチン
グWebサイトの構築、民
間施設等と協力した
Free Wi-Fi環境整備・
利活用支援

2-(2)-①

　外国人観光客に対しスカイプや電
子メール等で観光案内や問い合わせ
対応を行う多言語コンタクトセン
ターを運営するとともに、海外の旅
行エージェントと県内事業者のマッ
チングを図る「沖縄観光ビジネス
マッチングサイト」を制作し運営す
ることで、外国人観光客の受入体制
整備に寄与した。
　さらに、Wi-Fi環境については、民
間事業者と協力し、エリア拡大を図
り、サービスの提供を行うことによ
り、外国人観光客の利便性向上に努
めた。

順調
文化観光
スポーツ

部

観光振興
課

（2）観光リゾート産業の振興

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

32
新規就農一貫支
援事業（事業終
了）

意欲ある就農希望者を
長期的に育成・確保す
るため、就農相談等に
対応する人材の配置や
技術向上に向けた研修
施設の整備や研修生
（新規就農希望者）の
受入体制の強化をはじ
め、就農定着に向けた
支援として、就農５年
未満を対象とした農業
用機械等の助成支援を
行う。

農地データバンクの活
用促進

2-(3)-①
農地に関する情報の集約化を図り、当該
データバンクを活用し、就農支援を行っ
た。

運用段階
農林水産

部
営農支援

課

33
おきなわブラン
ドに関する情報
発信

県産農林水産物消費拡
大のため、Webやメー
カー等と連携した量販
店での効果的な情報発
信活動の実施

Webでの情報発信 2-(3)-②

県産農林水産物消費拡大を図るた
め、Webコンテンツを制作し、情報発
信を行うとともに、メーカー等と連
携したプロモーション活動を展開し
た。

運用段階
農林水産

部
流通・加
工推進課

34
農業技術情報活
動事業

生産者の技術支援や多
様化する消費者ニーズ
に効果的・効率的に対
応するため、農業技術
情報センターの情報を
充実強化し、迅速かつ
確かな情報の共有化を
構築する。

ＩＴを活用した情報提
供体制の強化

2-(3)-③

　調査研究成果等について、毎年600
～900件程電子化し、電子媒体を活用
した情報提供を行う体制を構築した
ことにより、現場に即した情報提
供・技術支援を行うことが可能と
なった。

運用段階
農林水産

部
営農支援

課

35

県産食肉ブラン
ド国内外流通対
策強化事業（事業
終了）

県産豚肉流通保管施設
の設置やトレーサビリ
ティシステムの構築に
よるアグー豚の個体管
理を実施し、国内外に
おいて県産食肉の流通
対策を強化するととも
に、ブランド力の向上
を図る。

トレーサビリティーシ
ステムの構築

2-(3)-④

　本県の地域資源であるアグー豚肉
の生産流通履歴情報を提供するため
のシステムを構築し、積極的に消費
者に公表することにより、ブランド
表示への信頼をより強固なものにす
ることが可能となった。
 当該システムについては、継続運用
が行われており、生産者側を通じ
て、飲食店等に普及・周知が図られ
ている。

運用段階
農林水産

部
畜産課

36

木材利用推進事
業（沖縄型資源
循環利用システ
ム構築事業）

沖縄県木材需給情報シ
ステムを活用し、木製
品の良さについて県民
への普及啓発を行い、
木育を推進することと
県産材料利用の拡大を
図る。

webによる県産木材の需
給情報発信

2-(3)-⑤

県産木材に関する情報を発信するた
めのコンテンツを制作し、木育の実
施状況等を含めた情報提供を行うこ
とにより、県産木材に対する理解・
関心の向上につながった。

運用段階
農林水産

部
森林管理

課

37
有機農業促進事
業

平成23年3月に策定した
『沖縄県有機農業推進
計画』を実践するため
に必要な各種対策に取
り組む。本計画は目標
設定が平成27年度とし
ているため、本事業は
平成24年度から平成27
年度までの４カ年実施
とする。事業の柱は次
の４点。
①沖縄県土壌診断・施
肥処方システム構築、
②地力窒素評価手法の
開発、
③有機質資材の肥効調
査、
④沖縄県有機農業推進
協議会の運用及び有機
質資材実証展示ほ設
置。

土壌診断システム構築 2-(3)-⑥

土壌診断・施肥処方に必要なデータ
の蓄積や有機栽培における有機質資
材活用に向けた資材の肥効調査を行
い、現場（農業改良普及センター）
において、土壌診断支援システム及
び当該調査結果等を活用して、農家
への指導・助言を行っている。

運用段階
農林水産

部
営農支援

課

（3）農林水産業の振興

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

27



38

沖縄沿岸域の総
合的な利活用推
進事業(事業終
了)

減少傾向が顕著である
沿岸性水産資源の回
復・持続的利用に向
け、漁獲実態、資源動
向、生態情報、沿岸及
び陸域の環境情報を集
積、分析を行い、水産
物、沿岸環境の総合的
な管理手法、利活用法
を検討する。

資源管理・環境保全シ
ステムの構築

2-(3)-⑦

水産資源対象生物50種以上の漁獲状
況、生活史、重要生息地に関する情
報を取りまとめ、資源の現状、管理
策についての総合的な解析・検討を
行った。

運用段階
農林水産

部

水産海洋
技術セン
ター、水

産課

39
アグートレーサ
ビリティシステ
ム普及事業

ブランド表示への信頼
を強固なものにする目
的でアグー豚肉トレー
サビリティシステムを
普及するため、生産者
及び消費者へシステム
の周知・普及・啓発を
行う。

トレーサビリティーシ
ステムの運用

2-(3)-⑧

トレーサビリティシステムについて
は、民間事業者において継続運用が
行われ、生産者側を通じて、飲食店
等への普及に取り組んでいる。

運用段階
農林水産

部
畜産課

28



２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

40

他産業連携型の
新たなビジネス
モデルの構築支
援

情報通信関連産業と他
産業が連携を図ること
で、新たなサービスを
創出するとともに、県
内情報通信関連企業の
アジア展開や、沖縄を
拠点に国内外への双方
向ビジネスの創出を促
進するための商品開発
やプロモーションを支
援する取組を行う。

情報通信関連産業と他
産業との連携強化に向
けた支援

2-(4)-①

　平成26年度はクラウド共通基盤シ
ステム構築を支援するとともに、新
たなクラウドサービス創出事業に支
援した。平成27年度からは、他産業
連携型の新たなビジネスモデルの構
築支援を展開するため他産業連携ク
ラウド促進事業を実施し、平成28年
度からは沖縄アジアＩＴビジネス創
出促進事業によるアジア展開に向け
た開発等への支援も実施した。
　今後は、他産業のニーズを踏まえ
たビジネスモデルの検討・開発や、
その機能、効果等の検証を行うため
のテストベッド環境下での実証活動
等、他産業と連携したビジネスモデ
ルのプラッシュアップを図る活動を
支援する取組を実施する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

41
工芸コンテンツ
産業活用促進事
業（事業終了）

伝統工芸の新商品開発
を促進するため、県外
博物館等に所蔵されて
いる沖縄の伝統工芸資
源（素材や技術、図案
など）の調査・収集・
分析を行い、そのコン
テンツに由来する試作
品開発を通じ、市場
ニーズに即した新商品
を開発する人材を育成
する。

伝統工芸コンテンツの
データベース作成

2-(5)-①

沖縄の伝統工芸資源（素材や技法、
図案など）約1，000件をデータベー
ス化し、高付加価値な工芸製品開発
を目指す高度な人材育成プログラム
等において活用を図っている。

運用段階
商工労働

部
工芸振興
センター

２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

42
ひとり親世帯就
職サポート事業

子育て中のひとり親世
帯の父母等を対象に職
場訓練等の適切なメ
ニューを提供し、効果
的な就職支援を実施す
る。

パソコン研修等の実施
（事前研修２コースの
うち、1週間コースで
は、基礎的なパソコン
技能やビジネスメール
の作成方法等を習得
し、1ヶ月コースでは、
エクセル表計算処理技
能認定３級など資格取
得に向けた研修を実
施）

2-(6)-①

　ひとり親世帯の求職者に対し、パ
ソコン講座等の事前研修と求人企業
での職場訓練を行い技能向上を図っ
たことにより計204名の就業に繋げる
ことができた。

取組達成
商工労働

部
雇用政策

課

（5）中小企業等の競争力強化

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

（4）情報通信関連産業と他産業の連携による新たなサービス開発の促進

H26～H29の総括

（6）ＩＣＴスキル向上による雇用機会の創出

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

43

電子医療情報を
活用したビジネ
スモデル事業性
評価事業 (事業終
了)

本事業では、バイオベ
ンチャーや健康食品産
業の基礎研究から応用
研究への移行を支援す
るための、患者等の血
液検査等のデータを蓄
積し活用を可能にする
システムの構築を支援
する。

電子医療情報の活用 2-(7)-①

患者等の血液検査等の医療データを
蓄積・共有するシステムを構築した
ことにより、有効な医療データの提
供・共有が可能となった。

運用段階
商工労働

部
ものづく
り振興課

２　産業分野　ＩＣＴによる産業の活性化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

44
海外からの技術
研修員の受入れ

本県の国際協力・貢献
活動を推進するため、
水、環境、地域保健医
療、ＩＴ等の分野にお
ける海外からの研修員
の受入事業（JICA事
業）等を実施する。

途上国より招聘した研
修員に対するIT分野等
の研修実施

2-(8)-①
JICA沖縄によりICTに関する研修コー
スが毎年運営され、受講者数も増加
し、人材育成の成果が出ている。

順調
文化観光
スポーツ

部

交流推進
課

（7）知的・産業クラスターの形成

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

（8）国際協力・貢献活動

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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３　行政分野　ＩＣＴによる行政サー-ビスの向上と業務効率化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

45
統合型地理情報
システム整備事
業

県が保有する各分野に
おける地理情報を共
有・提供し、業務の効
率化・高度化を図るこ
とを目的に統合型地理
情報システム（統合型
GIS）を導入・活用す
る。

位置情報を持ったデー
タ（空間データ）を視
覚的に表示し、情報を
わかりやすく提供する
ほか、高度な分析や迅
速な判断を可能にす
る。

3-(1)-①

情報の更新や新たな地図情報の追加
を行うとともに、県が保有する統計
データや地図情報の一部について二
次利用可能となるようオープンデー
ター化（統計情報26件、地図情報35
件）を図った。これにより、各分野
委おける地図情報等の共有・提供が
図られ、民間サービスなどの創出が
期待できる。
引き続き、システムの利用促進や情
報追加による情報発信の充実を図る
必要がある。

順調 企画部
総合情報
政策課

46
社会保障・税番
号制度推進事業

社会保障・税番号制度
の導入により、平成27
年10月から国民一人一
人にマイナンバーが指
定され、平成28年1月か
らマイナンバーの利用
が開始される。平成29
年9月からは、地方公共
団体も含めた情報連携
が開始されることか
ら、これらに対応でき
るよう、関連のシステ
ムの改修等を行う。

番号法で定める行政手
続については、平成29
年7月以降情報提供ネッ
トワークシステムを通
じて情報連携を行う。
このことにより国民の
利便性向上、行政の効
率化、公平・構成な社
会の実現を図る。

3-(1)-②

番号利用事務において他の機関との
情報連携に必要となる統合宛名シス
テムを構築し、平成29年11月から本
格運用を開始した。その後は、制度
改正等に対応しながら、適切に運用
を図っているところ。
また、県民等の利便性向上を図る観
点から、マイナンバーカードを活用
したマイキープラットフォームに係
る行政サービス事例等を市町村へ周
知した。

順調 企画部
総合情報
政策課

47
インターネット
利活用推進事業

行政サービスの高度化
について、行政手続の
オンライン利用は、一
般住民・法人向け申
請・届出等の電子手続
が少ないことから、そ
の拡充を図る。

行政手続のオンライン
化

3-(1)-③

行政手続のオンライン化を進めたこ
とにより、県民の電子申請の利用件
数が、年々増加し、利用者の利便性
向上が図られた。
引き続き、行政手続のオンライン化
を推進する。

順調 企画部
総合情報
政策課

（1）利便性の高い行政サービスの向上と業務効率化

H26～H29の総括

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO
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３　行政分野　ＩＣＴによる行政サー-ビスの向上と業務効率化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

48
市町村電子自治
体構築支援事業

全ての市町村を対象と
して、自治体クラウド
の導入可能性と自治体
クラウドに対する要望
を確認することを目的
としたアンケート調査
を実施、自治体クラウ
ドの導入を目指す市町
村における連携体制の
構築、及びクラウド等
導入を個別の相談に応
じることにより支援。

クラウドコンピュー
ティングなどの技術を
活用し、複数の市町村
で同じシステムを協働
利用することにより、
コスト削減や災害時の
事業継続を図る。

3-(2)-①

県及び各市町村のインターネット環
境機器の集約・監視を図るため、
「自治体情報セキュリティクラウ
ド」の構築を行うとともに、複数の
自治体で機関システムの共同利用を
行う自治体クラウドの導入推進に向
け、説明会を開催した。

順調 企画部
総合情報
政策課

49
庁内ネットワー
ク整備事業

庁内情報基盤におい
て、高度化・多様化す
る情報セキュリティ脅
威への対応強化を図り
つつ、必要な場合に庁
外から庁内情報システ
ムへアクセス可能とさ
せるなど利便性との両
立を図る。

庁内情報通信環境の整
備

3-(2)-②

庁内ネットワーク環境については、
「庁内ネットワーク強靱化対応」に
より一定のレベルのセキュリティ強
化が図られたが、高度化・複雑化す
るサイバー攻撃等による脅威から、
庁内情報システム等を保護するた
め、引き続き最新技術動向等を踏ま
えた機器等更新を継続的に図ってい
く必要がある。また、多様な働き方
を実現する取組の一環として、テレ
ワーク本格導入に向けた基盤整備を
着実に進めていく必要がある。

順調 企画部
総合情報
政策課

50

子ども・子育て
支援新制度での
ICT化事業（事業
終了）

　公定価格（特定教
育・保育施設（保育所
等）の運営に要する費
用）の算定について、
特定教育 ・保育従事者
（保育士等）の勤続年
数等に応じて人件費が
加算（処遇改善等加
算）されることから、
当該情報をデータデー
タベース化することに
より、市町村における
加算の認定事務の効率
化を図る。

教育・保育従事者（保
育士等）の情報（年
齢、勤続年数等）の
データベース化

3-(2)-③

保育士等の経験年数をデータベース
で管理することにより、過年度に提
出した勤務証明書等の再提出が不要
となり、保育士の負担を軽減すると
ともに、業務の効率化を図ることが
できた。
また、県内の施設情報を網羅的に管
理するシステムとしても機能してお
り、保育所等施設の施設数や定員
数、職員体制等の施設情報の把握が
容易となった。

運用段階
子ども生
活福祉部

子育て支
援課

（2）情報システムの効率化・低コスト化

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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３　行政分野　ＩＣＴによる行政サー-ビスの向上と業務効率化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

51
情報セキュリ
ティの強化、業
務継続性の確保

庁内情報セキュリティ
における人的側面の強
化として、セキュリ
ティ管理体制の強化、
情報インシデントへの
対応力の向上を図る。
また、災害発生時の業
務継続性を確保するた
め、情報通信基盤及び
情報システムに係る事
前対策や復旧行動計画
を定めたICT部門におけ
る業務継続計画を策
定・運用する。

庁内情報セキュリティ
体制の強化

3-(3)-①

セキュリティの確保については、
「セキュリティ監査等中期計画
（H29-H32）等を策定することによ
り、セキュリティ監査・研修を計画
的に実施する仕組みが構築できた
が、職員及び各所属のセキュリティ
意識のさらなる向上を図るため、引
き続き中期計画に沿って、セキュリ
ティ監査・研修を継続的に実施して
いく必要がある。
また、策定した業務継続計画につい
ては、最新の技術動向を踏まえなが
ら必要に応じて見直しを行う必要が
ある。

順調 企画部
総合情報
政策課

３　行政分野　ＩＣＴによる行政サー-ビスの向上と業務効率化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

ＩＣＴガバナン
ス体制の強化と
全体最適化

高度化・複雑化する情
報化システムの構築・
運用にあたり外部人材
の活用と全体最適化に
取り組む。

外部人材を活用しＩＣ
Ｔガバナンスを強化
し、高度化・複雑化す
る情報システムの調達
や構築、運用の全体最
適化に取り組む。

-

本取組は、「第７次沖縄県行財政改
革プラン」において、「行政情報シ
ステムの高度化及び効率化」として
取り組まれているところ。
任期付きのＩＴ専門職員の配置によ
り、文書管理システム及び税務シス
テムにおいて、仮想化技術を導入
し、導入にかかる費用の削減を図る
とともに、仮想基盤の導入により特
定個人情報を取り扱う事務システム
の事業継続性及びセキュリティの強
化、システム運用に対する負担軽減
を図る等、システムの円滑な調達・
導入・運用を行うことができた。

運用段階 - -

（3）情報セキュリティの強化、業務継続性の確保

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

（4）ＩＣＴガバナンス体制の強化、人材育成

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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３　行政分野　ＩＣＴによる行政サー-ビスの向上と業務効率化

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

52
校務支援システ
ムの充実

校務の情報化を図るた
め、「進路相談支援シ
ステム」の機能改善及
びヘルプデスクの運営
を行うとともに、平成
26年度～27年度は、定
時制・通信制版校務支
援システムも開発し、
全県立高等学校での利
活用を推進する。ま
た、平成29年度は特別
支援学校版校務支援シ
ステムの構築を行い、
平成30年度の導入を予
定している。

校務支援システムの改
修・開発

3-(5)-①

校務の情報化を図るため、既存の「進路
相談支援システム」の機能改善及びヘル
プデスクの運営を行うとともに、新たに定
時制・通信制版校務支援システム及び特
別支援学校版校務支援システムを構築
し、全県立高等学校・特別支援学校での
利活用を推進した。

運用段階 教育庁
教育支援

課

53
校務用コン
ピュータの整備

校務の効率化、教材研
究の充実を図るため、
県立学校において教員
１人１台の校務用コン
ピュータ整備を行う。

校務用コンピュータの
導入

3-(5)-②

校務の効率化、教材研究の充実を図る
ため、県立学校において教員用の校務
用コンピュータ5,393台の更新及び整備を
行った。

順調 教育庁
教育支援

課

54
学校安全体制整
備事業

東日本大震災の教訓、
本県の地理的条件を踏
まえ、児童生徒の安全
確保体制を構築するた
め、学校防災リーダー
を育成するための研修
会等を実施する。ま
た、海抜１０ｍ未満の
県立学校に学校防災対
応システムを導入す
る。

学校防災対応システム
の導入並びに利活用

3-(5)-③

海抜10m未満及び浸水指定地域の県立
学校22校に学校防災対応システムを
導入し、当該システムを活用した避
難訓練を行うなど、学校の安全体制
の構築を図った。

運用段階 教育庁
保健体育

課

（5）教育行政や学校安全対策におけるＩＣＴ利活用

H26～H29の総括

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO
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４　情報通信基盤分野　ＩＣＴ利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

55

沖縄県総合行政
情報通信ネット
ワーク（防災行
政無線）
高度化事業

災害時における防災通
信の確保や平常時にお
ける行政情報伝送の効
率化等を図るために必
要な総合行政情報通信
ネットワーク（防災行
政無線）の高度化事業
を実施する。

気象情報や防災情報の
伝達・収集をはじめ、
防災情報システム、住
民基本台帳ネットワー
ク、LGWAN、漁業無線
ネットワークなど各種
行政情報システムの伝
送路として利活用を図
る。

4-(1)-①

沖縄本島周辺離島、先島、南北大東
島のネットワーク回線の大容量化
（有線回線・無線回線）、無線中継
局、市町村端末局の整備が完了し、
新ネットワークの全面運用が開始さ
れ、各種防災情報の伝達・収集が円
滑化されるとともに、行政情報伝送
の効率化等が推進された。

運用段階 企画部
総合情報
政策課

４　情報通信基盤分野　ＩＣＴ利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

56
離島地区情報通
信基盤整備推進
事業

企画部
総合情報
政策課

57
情報通信基盤の
整備

企画部
総合情報
政策課

（1）沖縄県総合行政情報通信ネットワークの高度化

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

（2）本島-離島間の中継伝送路整備　(3)全島超高速ブロードバンド環境の実現

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

離島・過疎地域におけ
る都市部との情報格差
是正や高度な情報通信
技術の利活用環境の形
成を図るため、情報通
信基盤の整備に取り組

む。

沖縄本島と各離島を結
ぶ海底光ケーブルを整
備し、既設ケーブルを
活用しながら２ループ
化することで、安定的
かつ高度な情報通信基
盤を構築する。陸上部
においては各家庭への
光ファイバ網整備に取

り組む。

4-(2)-①
4-(3)-①

離島・過疎地域（17市町村）におけ
る都市部との情報格差や高度な情報
通信技術の利活用環境の形成を図る
ため、これまで本島離島間の海底光
ケーブル整備や、10市町村の超高速
ブロードバンド環境の整備促進に取
り組んでいる。残りの離島・過疎地
域についても、情報通信技術の利活
用環境の形成を図るため引き続き取

り組む。

順調
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４　情報通信基盤分野　ＩＣＴ利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

公衆無線LANの整
備

安全で利便性が高い公
衆無線LANが利用できる
環境整備に取り組む。

県民の利便性向上や、
観光客の満足度向上を
図るため公衆無線LANの
整備に取り組む。

-

公衆無線LANについては、離島や観光
等の各分野の振興等の観点から、各
市町村等において整備が進められて
きたところである。
　県観光部局においては、観光振興
の観点からH26、H27には県内135箇所
の飲食店や宿泊施設へのwifi設置に
対し、助成を行うとともに、市町村
においては、離島振興や観光振興、
災害への対応等の観点から港や役
場、小学校、観光地、避難所等約500
箇所で、wifi整備が行われた。
　また、H28から沖縄セルラー電話等
の協力の下、県内約5,600箇所で
「Be.Okinawa Free Wi-Fi」サービス
が利用できる環境を整備した。
　これにより、住民や観光客の利便
性向上が図られるとともに、災害時
に迅速な情報提供が可能となる基盤
を構築することができた。
　引き続き、各分野の振興を図るた
め整備に取り組む。

順調 - -

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

(4)全島無線LANの整備
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４　情報通信基盤分野　ＩＣＴ利活用等の下支えとなる情報通信基盤の整備

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

58
アジア情報通信
ハブ形成促進事
業

アジア－沖縄－首都圏
間を直接接続する海底
光ケーブルを敷設し、
国内外向け情報通信基
盤を拡充するととも
に、既設通信回線と連
動した冗長化構成を構
築することで、東アジ
アの情報通信ハブ形成
を促進する。

情報通信基盤として、
沖縄－東京間、沖縄－
香港間、沖縄－シンガ
ポール間の高速・大容
量・低価格通信ネット
ワークを構築し、通信
サービスを提供する。
（冗長化対策として、
既設通信回線の利用も
可）

4-(5)-①

　平成26年度は、沖縄とアジア、首
都圏を国際海底光ケーブルで直接接
続可能な事業者を公募・選定し、海
底ケーブル敷設工事に着手した。平
成27年度は、同ケーブルを活用して
ネットワークサービスを提供する通
信事業者を公募・選定し、供用開始
した。平成28年度は、県HPや立地ガ
イド等へ記載し利用促進を図った。
　今後も、企業誘致セミナー等を通
し知名度の高い企業の誘致活動を展
開し、これらの企業を中心とした新
たなビジネス構築による知名度向上
と利活用促進を推進する。また、沖
縄国際情報通信ネットワーク、クラ
ウドデータセンター、沖縄クラウド
ネットワークを活用した新たなサー
ビスを展開する企業のビジネスモデ
ルの実例を周知することで、新たな
利活用を促進する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

59
戦略的通信コス
ト低減化支援事
業

沖縄県内で創業又は事
業を営む情報通信関連
企業に対して、沖縄～
本土間の情報通信費の
一部を支援し、企業の
県内立地や雇用の拡大
に資する。

通信回線コストの低減
化に向けた支援

4-(5)-②

　一定条件の下で新規雇用が見込ま
れる企業を対象に、通信コストの一
部を支援した。
　今後も県外事務所等における企業
誘致活動や、企業誘致セミナー等の
プロモーション活動に加え、県内立
地から経過年数の浅い企業を中心に
当該事業の利用条件の見直し（緩
和）を行ったことを周知していく。
また、関係者間での情報共有を密に
行い、周知活動の改善に努める。

遅れ
商工労働

部
情報産業
振興課

60
クラウドデータ
センター基盤の
構築

沖縄の地理的特性を最
大限に活用し、データ
バックアップ機能の強
化及び新たなクラウド
コンピューティング
サービスの創出を促進
するため、クラウド
データセンターを整備
し、産業基盤となる
データセンター集積地
を形成する。

公設民営のデータセン
ターの整備等

4-(5)-③

　平成25年度に着手したクラウド
データセンターが平成26年度に完成
した。また、平成29年度には企業
ニーズの増加に対応するため、特別
高圧受変電設備等の追加工事が完了
した。
 今後は、県内クラウド環境の機能向
上、安全性の確保等の整備拡充を図
るとともに、ホームページやセミ
ナー等を通して国内外のIT企業に周
知することで県内への立地を促進す
る。また、沖縄国際情報通信ネット
ワーク、クラウドデータセンター、
沖縄クラウドネットワークを活用し
た新たなサービスを展開する企業の
ビジネスモデルの実例を周知するこ
とで、新たな利活用を促進する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

61
沖縄クラウド
ネットワーク利
用促進事業

沖縄県内において、ク
ラウドサービスの利用
企業や県内、県外又は
アジアと通信する県内
情報通信関連企業を沖
縄クラウドネットワー
ク（情報通信基盤）の
通信回線利用者として
集約することで、県内
データセンター間の通
信コストや通信事業者
が提供するインター
ネット接続料金等の低
減化を促進し、県内情
報通信関連産業の振
興・活性化に資する。

沖縄クラウドネット
ワークの利用促進に向
けた支援

4-(5)-④

　沖縄クラウドネットワークを活用
したビジネスモデルを構築する民間
企業に、沖縄クラウドネットワーク
回線利用料、システム構築費等の一
部を支援した。
　今後は、引き続き沖縄クラウド
ネットワークの利用者への影響を考
慮し、道路改修工事や建築工事等の
時期に合わせ、地上に敷設している
ケーブルの地下埋設化を進める。ま
た、沖縄国際情報通信ネットワー
ク、クラウドデータセンター、沖縄
クラウドネットワークを活用した新
たなサービスを展開する企業のビジ
ネスモデルの実例を周知すること
で、新たな利活用を促進する。

遅れ
商工労働

部
情報産業
振興課

62
沖縄IT津梁パー
ク運営事業

指定管理制度等を活用
して沖縄IT津梁パーク
の管理運営を行うとと
もに、入居企業や外部
利用者に対するサービ
ス提供や立地促進に取
り組む。

沖縄IT津梁パークの管
理運営等

4-(5)-⑤

　指定管理者制度等を活用して沖縄
IT津梁パークの管理運営を行ったほ
か、IT関連企業や利便施設の誘致活
動を行った。
　平成26年度～平成29年度の施設へ
の入居状況はほぼ満室であり、今後
も、就業環境の充実を図ることで、
IT関連企業の集積を促進する。利便
施設用地分譲を受けた宿泊施設等の
建設を予定している民間事業者へ着
実な事業着手を働きかけていく。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

(5)情報通信関連ビジネス環境の整備
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63
企業集積施設の
整備促進

沖縄IT津梁パーク内
に、民間資金やノウハ
ウを活用して企業集積
施設を整備すること
で、企業の集積を加速
させ、雇用の創出を図
る。

県が沖縄IT津梁パーク
内に、民間の資金やノ
ウハウを活用して「企
業集積施設」を整備す
る。

4-(5)-⑥

　企業誘致活動や企業誘致セミナー
等のプロモーション活動を通して、
民間の資金やノウハウを活用した企
業集積施設の整備スキームを広く周
知した他、入居希望企業との調整を
行い企業集積施設の整備を促進し
た。平成26年8月に企業集積施設2号
棟、平成27年4月には3号棟の供用を
開始した。平成29年度は、4号棟の次
年度供用開始に向け取組むととも
に、5号棟の施設整備事業に着手し、
6号棟の整備に向け調整を開始した。
　今後も、IT津梁パーク内の利便施
設の分譲内定企業に対し計画通りの
事業実施に向け、必要な調整を実施
するとともに、景気動向を注視しな
がら、情報発信や新規企業の誘致活
動、既存企業のアフターフォローを
行う。

遅れ
商工労働

部
情報産業
振興課

64
アジアビジネス
集積拠点整備事
業

県内情報通信関連企業
のアジアビジネス展開
や、国内・アジア等の
IT企業と県内情報通信
関連企業との連携・協
業による国内外への双
方向ビジネスの創出を
促進するため、アジア
ITビジネスセンター
（仮称）を整備し、ア
ジアビジネスの連携拠
点を形成する。

県が、沖縄IT津梁パー
クへの企業集積促進と
機能強化のために施設
整備をする。

4-(5)-⑦

　二アショア拠点形成（アジア連携
開発拠点の形成、アジアビジネス集
積拠点整備）に向けた取組としてア
ジアITビジネスセンター（仮称）を
整備することとし、基本設計及び実
施設計を行った。
　今後は、供用開始に向け、早期に
工事着手できるよう関係機関との調
整に努める。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課
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５　人材育成分野　創造的ＩＣＴ人材の育成

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

65
サイバーセキュ
リテｲ対策事業
（再掲）

　サイバー犯罪及びサ
イバー攻撃を抑止する
ため、サイバー犯罪の
事件検挙の推進、サイ
バー空間に氾濫する違
法・有害情報の排除、
インターネット利用者
のマナー・モラルの向
上と危険性を認識させ
る広報啓発活動、サイ
バー犯罪捜査のための
資機材の整備、サイ
バー犯罪・サイバー攻
撃対策に必要な人材の
育成に取り組む。

　スマートフォンやパ
ソコンの解析を迅速に
行うための解析用資機
材やソフトウェアを整
備
　県民のICTリテラシー
向上を推進するため、
県警察ホームページや
電子メールによる情報
発信、防犯講話等を実
施

5-(1)-①

　解析用資機材やソフトウェア等の整
備、サイバー犯罪・サイバー攻撃対策等
に必要な人材育成等を行った。
　これらの取組により、平成29年はサイ
バー犯罪の検挙件数が過去最多となり、
平成29年中、サイバーテロの発生は確
認されていない。
　また、サイバー犯罪にかかる防犯講話
やインフラ事業者に対する指導等を実施
することにより、県民のICTリテラシー向
上を推進した。

順調 警察本部

生活安全
部サイ

バー犯罪
対策課、
警備部警
備第一課

(1)県民のＩＣＴリテラシーの向上

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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５　人材育成分野　創造的ＩＣＴ人材の育成

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

66
ＩＣＴ活用環境
整備

児童生徒の情報活用能
力向上を図るため、学
校において情報教育や
授業でのＩＣＴ活用が
円滑に実施できるよう
環境の整備を行う。

学校のICTインフラ整備 5-(2)-①

児童生徒の情報活用能力向上を図るた
め、学校において情報教育や授業でのＩ
ＣＴ活用が円滑に実施できるよう環境の
整備を行うことを目指し、無線LANを整備
し、教育用タブレットやコンピュータ教室
の機材のリース更新等を行った。

順調 教育庁
教育支援

課

67
県立学校イン
ターネット推進
事業

県立学校においてネッ
トワークを効果的に活
用するため、超高速イ
ンターネット接続への
切り替えの推進を図
る。※超高速回線とは
30Mbps以上。

県立学校の通信回線の
高速化

5-(2)-②

超高速インターネットへの切り替えを推
進したことにより、接続率は、平成29年
度までに96％に達している。※超高速回
線とは30Mbps以上。

順調 教育庁
教育支援

課

68 ＩＣＴ教育研修

教育の情報化における
ＩＣＴ活用促進を図る
ため、校務の情報化に
係る研修、情報モラル
教育の充実に資する研
修、情報セキュリティ
に関する研修、学校の
情報化を推進する教育
情報化推進リーダーの
養成及び校内研修の充
実に資する研修の実施
を行う。

教員のICTリテラシー向
上

5-(2)-③

教育の情報化におけるＩＣＴ活用促進を
図るため、校務の情報化に係る研修、情
報モラル教育の充実に資する研修等を
行うことにより、ＩＣＴ活用要員割合は計画
値（89.8％）を下回ったたものの、全国割
合（75％）を上回った。

順調 教育庁
教育支援

課

69
離島・へき地に
おける情報通信
環境の整備

ネットワークを効果的
に活用するため、離
島・へき地における情
報通信環境の整備とし
て、超高速インター
ネット接続への切り替
えの推進を図る。※超
高速回線とは30Mbps以
上。

離島・へき地に所在す
る学校の情報通信環境
の整備

5-(2)-④
宮古島市の小中学校11校の切り替えを
行い、情報通信技術を活用した教育を促
進することができた。

順調 教育庁
教育支援

課

70 情報教育の充実

進歩の著しい情報通信
産業を担う人材を育成
するため、情報技術を
体系的・専門的に学ぶ
ことができる専門教科
「情報」において情報
技術の進展に的確に対
応した教育活動を展開
する。

情報教育の充実 5-(2)-⑤

情報関連の基礎的知識及び技術の関
する研修を行い、455人がICT関連の
資格を取得し、情報通信産業を担う
人材の育成が図られた。

順調 教育庁
県立学校
教育課

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

(2)学校教育におけるＩＣＴの利活用
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５　人材育成分野　創造的ＩＣＴ人材の育成

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

71
生涯学習プログ
ラムの充実（事
業終了）

離島における生涯学習
の充実に向け高等教育
機関と連携した学習プ
ログラムの創設に取り
組む。遠隔講義配信シ
ステムを整備する。

遠隔講義システムの整
備

5-(3)-①

遠隔講義配信システムを整備すると
ともに、県内各教育事務所及び伊江
村、多良間村にサテライト会場を設
置し、どこでも、だれでも学習でき
る環境を拡大し、県民の学習機会の
拡充を図った。

運用段階 教育庁
生涯学習
振興課

72
沖縄県生涯学習
情報提供システ
ムの整備・充実

国・県・市町村の生涯
学習施設、機関・団
体、高等教育機関、民
間教育事業者等が持っ
ている生涯学習に関す
る情報を収集、体系化
し、ウェブサイト「沖
縄県生涯学習情報プラ
ザ」を通して、県民へ
生涯学習情報を提供す
る。

生涯学習情報提供シス
テムの整備・充実

5-(3)-②

　自主的に学習ができる生涯学習社
会の実現を推進するために、社会教
育関係機関や団体等が持っている生
涯学習情報を、インターネットを通
して県民に提供した。

順調 教育庁
生涯学習
振興課

73
遠隔講義配信シ
ステムの充実

遠隔講義配信システム
を整備し、離島、遠隔
地居住者を含む県民が
「いつでも、どこで
も、だれでも」学ぶこ
とのできる機会を提供
し、生涯学習機会の拡
充を図る。

おきなわ県民カレッジ
講座等のライブ配信や
オンデマンド配信を行
う。

5-(3)-③

整備した遠隔講義配信システムを活
用して、講座のライブ配信を行い延
べ811人の受講があった。また、オン
デマンド教材については延べ83本を
配信し、離島や遠隔地等の居住者を
含む県民の学習機会の拡充を図るこ
とができた。

運用段階 教育庁
生涯学習
振興課

74
図書館機能の拡
充

既存公民館等の図書館
機能の整備推進のた
め、県立図書館及び公
立図書館との横断検索
システムへの参入を支
援する。

図書検索システム等の
充実

5-(3)-④

県立図書館と公立図書館との横断検
索支援システムの導入を支援したこ
とにより、延べ２２館にシステムが
導入され、県民の利便性向上が図ら
れた。

順調 教育庁
生涯学習
振興課

(3)社会教育分野におけるＩＣＴ利活用

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括
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５　人材育成分野　創造的ＩＣＴ人材の育成

担当部 担当課

総括概要
前期の施
策評価

75

未来のＩＴ人材
創出促進事業
（ＩＴ広報イベ
ント等）

県内情報通信関連産業
の活性化や更なる企業
集積に向け、将来のＩ
Ｔ人材供給を促進する
ため、小・中・高・大
学生、保護者等を対象
とした幅広い人材の育
成・確保や、情報通信
関連産業のPR活動を支
援する。

IT関連産業の広報イベ
ント等を実施

5-(4)-①

　将来のIT業界を担う人材（小中学
生）のIT関連産業への関心を高める
ため、企業や学校と連携し、ロボッ
ト教室などの児童向けワークショッ
プ等を開催した。また、豊見城市民
体育館でＩＴ関連産業の広報イベン
トを開催した他、情報技術系学科を
有する高校等の学生によるＩＴ企業
訪問支援やＩＴ技術者等による出前
講座を実施した。
　今後は、当該広報イベントを沖縄
全土からアクセスしやすい中部地域
で開催する。教育委員会を活用し、
教育機関で直接イベントをＰＲする
等積極的な広報を行う。ＡＩやＩｏ
Ｔ等の先端ＩＴを他産業で応用して
いる企業を当該広報イベントに出展
させることで、ＩＴ企業だけではな
く他産業においてもＩＴが積極的に
されていて、それが魅力的な新商品
やサービスに結びついていることを
啓発する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

76
ＵＩターン技術
者確保支援

県内情報通信関連企業
の受注体制を強化する
ため、県内企業が行う
Ｕ･Ｉターン技術者の採
用活動を支援する。こ
れによって、高度なス
キルを有する技術者の
集積を促し、高付加価
値業務を受注する体制
を構築し、県内情報通
信産業の生産額の増加
や高度化・多様化を実
現する。

技術者の集積を促す取
組みとして、県内企業
が行うU･Iターン技術者
の採用活動を支援す
る。

5-(4)-②

　県内企業が行うＵＩターンの人材
の採用活動支援のため、専用サイト
の運営等による情報発信、求人求職
情報の収集、就職イベントを開催し
た。
　県内企業説明会などにおいて、Ｕ
Ｉターン者活用の成功事例や採用に
失敗事例などのセミナーを行い、
マッチング率の向上を図る。沖縄移
住の魅力を積極的に広告媒体や運営
するＷｅｂサイトで発信し、沖縄移
住潜在者の獲得を目指す。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

77
高度情報通信産
業人材育成

県内情報通信関連産業
の高付加価値業務の受
注体制の構築及び業務
受注型から業務提案型
へビジネスモデルを移
行するため、プロジェ
クトマネジメントスキ
ルを有する中核人材に
加え、新たなビジネス
の創出やアジア展開を
担う人材など、県内情
報通信関連産業の振興
を担う人材の育成に取
り組む。

高度IT人材育成に向け
た講座実施支援

5-(4)-③

　県内ＩＴ関連産業における業務受
注型のビジネスモデルから、業務提
案型のビジネスモデルへの転換に資
する高度ＩＴ技術者の育成のための
講座を実施した（年間100～200講
座）。
　今後は、プロジェクトマネジメン
ト等の講座の実施や、ＩｏＴ等新た
な技術分野に関する講座を開設す
る。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

78
アジアＩＴ研修
センター整備・
運営

日本とアジアを結ぶＩ
Ｔブリッジ（津梁）機
能の確立と、沖縄IT津
梁パークにおける人材
育成機能の強化を図る
ため、アジア諸国から
のIT人材を受け入れて
研修を実施するととも
に、IT環境を備えた研
修施設を整備し、運営
する。

アジアＩＴ研修セン
ターの整備・運営

5-(4)-④

　アジアＩＴ研修センターの施設管
理や他事業の国内外プロモーション
活動等を通して同センターやＯＪＴ
研修に関する広報等を行った。
　今後も一般利用者向けの周知に取
組むとともに、新たな入居希望の公
募にあたっては、当該施設入居募集
要綱の他、活動指標も念頭において
選定を行う。

遅れ
商工労働

部
情報産業
振興課

No. 主な取組 取組内容 ICT利活用等の概要
プロジェ
クト編

記載NO

H26～H29の総括

(4)産業振興や地域を支える人材の育成
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79
アジアIT人材交
流促進事業

県内情報通信関連企業
のアジア市場への展開
を促進するため、アジ
ア企業からIT技術者及
び経営担当者等を沖縄
に招へいして、OJT研修
等各種研修を実施する
とともに、県内企業の
経営者等をアジア諸国
へ派遣することで、県
内企業とアジア企業と
の人的ネットワークを
構築する。

アジアからのIT人材の
招へい、県内情報通信
関連企業経営者等のア
ジア諸国への派遣

5-(4)-⑤

　アジアＩＴ企業からＩＴ技術者や
経営者等を招へいし県内ＩＴ関連企
業でのＯＪＴ研修や県内ＩＴ関連施
設の視察を実施した。また、県内Ｉ
Ｔ関連企業の経営者等をアジア各国
へ派遣し、現地投資環境の視察や現
地ＩＴ関係者との意見交換を実施し
た。
　引き続き、より多くの企業の参加
を促すため、アンケート調査等も踏
まえた効果的な事業周知方法を検討
する。アジアＩＴ産業団体等とも情
報交換しながら参加企業の開拓に努
める。また、招へい国の政治的事情
等により事業に支障がでないよう、
ＪＥＴＲＯ沖縄や県海外事務所等と
連携しながら、招へい国に関する情
報を収集し、適切な受入時期を検討
する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

80
警察基盤整備事
業

犯罪の起きにくい沖縄
県の実現に向けた強い
警察基盤を確立するた
め、各種専科教養によ
り警察官の資質の向上
を図る。

1 県民生活分野 5-(4)-⑥

生活安全部にサイバー犯罪対策課を
新設し、重要性が増しているサイ
バー犯罪に対応できる環境を構築し
た。国際的な人材の育成を目的とし
て、警務部教養課に国際人材育成係
を新設した。サイバー犯罪や語学に
精通した人材育成のため、初級課程
から上級課程といった段階的教養を
行うなど、長期的な教養の仕組みを
確立した。

順調 警察本部
警務部教

養課

81
沖縄デジタルコ
ンテンツ産業人
材基盤構築事業

映像、ゲーム等のデジ
タルコンテンツ分野で
必要とされるプラン
ナーやデザイナー等の
人材を業界団体やその
会員企業等において雇
用・育成することで、
これらの人材を県内で
安定的かつ機動的に供
給する仕組を構築する
とともに、本県への開
発企業の集積と雇用の
創出を促進する。

デジタルコンテンツ分
野で必要とされる人材
の雇用・育成に対する
支援

5-(4)-⑦

　映像、ゲーム等のデジタルコンテ
ンツ分野で必要とされるプランナー
やデザイナー等の人材を、業界団体
やその会員企業等において雇用・育
成する経費及び、本県への開発企業
の誘致活動に要する経費を補助し
た。
　今後は、補助率を下げて補助事業
者の負担割合を増やし、自走化に向
けた自主財源確保の取組を促進させ
る。県内企業とアジア企業の協業を
促進させるため、アジア企業とのビ
ジネス交流イベントを実施する。

順調
商工労働

部
情報産業
振興課

82
ソフトウェア検
証産業育成事業

今後も成長が見込まれ
るIoT機器の検証産業を
集積するため、検証技
術者を新規に雇用・育
成するとともに、同産
業従事者のスキルアッ
プ研修を実施する事業
者の取組に対し支援す
ることで、県内情報通
信関連産業の振興、雇
用の創出と質の向上に
資する。

IoT機器の検証技術者の
雇用・育成に対する支
援

5-(4)-⑧

　成長が見込まれるＩｏＴ機器の検
証産業を活性化させ雇用の創出や情
報通信関連産業の集積や高度化を図
るため、検証技術者の確保・育成を
行う事業者のスキルアップ研修経費
を補助した。
　今後は、補助率を下げて補助事業
者の負担割合を増やし、自走化に向
けた自主財源確保の取組を支援す
る。

取組達成
商工労働

部
情報産業
振興課
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